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総  会  次  第 

 

                           令和8年5月25日(月) 15：05～16:00 

 

                             松山市大手町1-10-10 

                                  ホテルマイステイズ松山 フェスタ 

 

 

  １ 開会のことば 

 

  ２ 会長挨拶 

 

  ３ 来賓祝辞 

 

  ４ 議長選出 

 

  ５ 議案審議 

 

  第１号議案 令和７年度事業報告及び収支決算承認について 

 第２号議案 令和８年度事業計画案及び収支予算案承認について 

  第３号議案 令和８年度会費の徴収について 

 第４号議案 令和８年度役員の報酬について 

 その他 

 

  ６ 閉会のことば 
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第１号議案 令和７年度事業報告・収支決算について 

 

１ 事業報告 
①木材利用促進に関する事業 

(1)JAS 同等材格付検査事業 

○愛媛県林材業振興会議が実施する「令和７年度えひめ材の家づくり促進支援事業（愛媛

県産柱材プレゼント）」の認定要件として、旧 JAS 法に準じて品質評価を行う JAS 同等

材の格付け検査：募集件数 300 件に対し、検査実績 48 件 

（R6・74 件、R5・93 件、R4・85 件、R3・95 件、R2・135 件、R1・111 件） 

○公共事業に対する JAS 同等材格付け検査：検査実績 3件 

（R6・4件、R5・6 件、R4・6 件、R3・7件、R2・26 件、R1・10 件） 

 

(2)地域材利用木造住宅利子補給制度の現地確認検査業務 

○令和 7年度は県の利子補給住宅の予算 350 戸に対して、事業対象の 79戸を検査 

（R6・118 戸、R5・182 戸、R4・284 戸、R3・337 戸、R2・348 戸、R1・357 戸） 

《参考１：令和 7年の愛媛県の住宅着工戸数》 

・新設住宅着工戸数は、前年より 11.4％減の 4,678 戸 

（R6・5,281 戸、R5・6,234 戸、R4・6,843 戸、R3・8,069 戸、R2・8,049 戸） 

・木造住宅は、1.4%増の 3,911 戸（R6・3,856 戸、R5・4,733 戸、R4・5,011 戸） 

・木造率は、15%増の 84%（R6・73%、R5・76%、R4・73%、R3・71％） 

《参考２・令和 7年の全国の住宅着工戸数》 

・新設住宅着工戸数は、前年より 6.4％減の 741 千戸 

（R6・792 千戸、R5・820 千戸、R4・859 千戸、R3・856 千戸、R2・815 千戸） 

・木造住宅は、4.0%減の 434 千戸（R6・452 千戸、R5・454 千戸、R4・478 千戸）  

・木造率は、2.6%増の 59%（R6・57%、R5・55%、R4・56%、R3・59%） 

 

(3)合法木材取扱業者認定事業 

○全国木材組合連合会の指導のもと、「合法性・持続可能性の証明及び間伐材の確認、発

電利用に供する木質バイオマスの証明に関する自主行動規範」などを制定し、現在会員

101 社が認定を受け合法木材への対応に取り組んでいる。 

全国木材組合連合会事業により、当協会員や県内の市町、建築士会などへ普及啓発を

図っている。 

○再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法などを踏まえ、ライフサイクルＧＨ

Ｇに対応するため、令和 8年 1月に同自主行動規範及び認定実施要領を改正した。 

○合法木材取扱業者認定事業 

 新規認定 0件・更新 36 件（平成 28・令和 1・4年更新）・ＧＨＧ対応の認定 1件 

 

(4)森林認証の CoC 認証関連事業 

○森林認証のうち CoC 認証に係る、審査機関による定期審査の受検支援とともに、令和 3

年度からは、当協会が CoC の統合認証に関する事務を受託した。 

・7年度の個別認証の定期審査（6社）及び統合認証の定期審査（統合 13 社（統合には

員外 3森林組合を含む））の受検支援を実施 
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19 社（R6・20 社、R5・21 社、R4・23 社、R3・45 社<R2 の繰越>、R1・21 社） 

・木材協会は CoC 認証の統合認証事務局となり、統合事務を受託 

13 社（うち員外 3森林組合：R6・14 社、R5・15 社、R4・16 社、R3・17 社） 

 

(5)木造住宅の建築促進事業及びＰＲ事業 

○愛媛県林材業振興会議及び愛媛県住宅建設振興協議会に参画し、木材供給者と住宅等の

設計・施工者との連携を図り、「2025 えひめ暮らしと住まいフェア」（10 月 25 日、26

日）、「えひめ・まつやま産業まつり～すごいもの博 2025」（11月 15 日、16 日）の

開催に協力し、木材のＰＲを行った。 

 

(6)愛媛県林材業振興会議事業 

○愛媛県林材業振興会議に参画し、県民に対する木と暮らしの相談窓口の運営や木造住宅

の現地見学会等の開催を行うほか、愛媛県産材製品市場開拓協議会事業など県産材の販

路拡大事業を実施した。 

〇愛媛県産材製品市場開拓協議会事業 

ⅰ品質・性能の確かな県産材製品（ブランド名「媛ひのき」・「媛すぎ」）を、国内消

費地や海外へ販路を拡大するため、当市場開拓協議会に参画し、活動を継続した。 

ⅱ令和 7年度は、建築資材の供給事業で全国展開する住友林業㈱本社（東京都）、三井

ホーム㈱本社（東京都）、三井不動産㈱本社（東京都）などを訪問し、県産構造材や

CLT を紹介し、営業活動を行った。 

また非住宅・木造建築フェア 2025（6 月 4 日～6日・東京ビックサイト）、WOOD コ

レクション 2026（2 月 12 日～13日・東京ビッグサイト）へ出展するとともに、西垣

林業㈱において、県産材の展示即売会と JAS セミナーを開催し（11 月 20 日・名古屋

市）、建築業関係者等に対して県産材のＰＲやマーケティングなどを行った。 

〇県産材の海外輸出事業 

ⅰ国内の人工林資源の充実に反して、住宅着工数の減少などにより、国内での木材需要

は縮小しており、今後の販路として、海外輸出を具体的に開拓することが重要。 

このため愛媛県林材業振興会議の事業に参画し、韓国では今年度もジャパンパビリ

オン（7月 30 日～8月 2日）に出展するほか、韓国の協力者を本県へ招聘し、県産

材の活用状況などの視察実施に協力した。台湾では、計画されている CLT 建築を通

じて、関係者の本県視察を支援するほか、当地の大学などを訪問し、市場調査を進

めている。愛媛県とともにインドネシアの市場調査も行った。 

 

(7)CLT を含めた中大規模建築の木造化に関する取り組み 

○平成 26年に木材協会が事務局となり、愛媛県 CLT 普及協議会を設立。平成 30年に、㈱

サイプレス・スナダヤが、原木から CLT を一貫生産する加工施設を整備し、令和 7年に

は大阪関西万博の大屋根リングに使用された。県内の木造 CLT 建築は 60棟を超えるま

でとなり全国有数の実績。 

当協議会は、県委託事業により、CLT を含めた木造による中大規模建築の設計・施工に

関する研修会の開催や相談窓口業務などを行っている。 

当協議会の会員数は令和 8年 3月末で、64（R6・63、R5・65、R4・66、R3・66）。 

○木材協会の事業 
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・愛媛県と共催で「目標となる中大規模建築の木造化 設計や地域材の利用を具体的に

進めるためのポイント」（8月 28 日）をテーマに、県市町の営繕担当者などを対象

に開催。32 名が参加。木造化に際しての留意事項や JAS 制度、補助事業等を研修。 

○愛媛県の委託事業・CLT 建築物普及促進事業（②(1)） 

ⅰCLT 体験型講習セミナーの開催 

CLT を含めた木造中大規模建築に取り組むための具体的なノウハウをテーマとして、

実務者向けの体験型セミナーを 3回開催。 

・１回目（7月 4日） 「木造建築による新しい病院」の講演会を開催し、松山市内

の CLT を使用した新設木造の病院 2カ所（整形外科、歯科）を視察。36名参加。

多様な形態で普及してきた木造建築の現場を研修。 

・2回目（7月 24 日） 「木材利用優良建築物バスツアー」、設計士を目指す河原

デザイン・アート専門学校生 22 名が参加。久万高原町の木造施設、木材加工施設

を見学。 

・3回目（10 月 24 日） 「木造建築と地域社会のデザイン」をテーマとして、54名

が参加。無垢製材にこだわり、中大規模建築の木造化に取り組んだ事例をもと

に、愛媛大学の講師とともに公共建築物などの木造化を通じて、地域の森林資源

の活用や、地域の木材加工業と木造建築業のありようなどを協議した。 

ⅱCLT 等木造建築物設計技術支援窓口の継続 

実物件に取り組む設計士等に対し、CLT 利用などに関する技術支援を行う窓口業務を

継続。CLT 等を使った木造建築の設計、施行に関する相談が 2件あり、専門家の派遣

などで対応。 

2 件は公共施設と民間事務所で、令和 8年度に木造として施工することとなった。 

  ⅲ非住宅分野の総合的支援の継続 

CLT を使用した木造化について、相談があり、協会では県産材の情報提供を行うとと

もに専門家を派遣し、対応した。 

ⅳ普及・ＰＲ活動 

・全国植樹祭の新設木造施設について、CLT の生産・加工から、現場施工までを動画

撮影し、広報資料としてとりまとめた。 

・2021 年作成の「中大規模建築物木材利用チェックリスト」を改訂・発行し、関係

機関へ配布するほか、CLT 建築物の普及カレンダーを作成、配布。 

 

(8)令和 7年度予算「JAS 構造材利用拡大事業」（国補・関連補正予算を含む）等 

○普及啓発活動 

・県市町の営繕担当者向けに、JAS 制度や JAS 構造材の性能などを説明する研修会（8

月 28 日）を開催するほか、ノベルティグッズなどを作製した。 

・愛媛新聞に、県産材と木造建築の良さをＰＲする広告を掲載した（令和 7年 12 月 25

日と令和 8年 1月 15 日）。 

○国補・全国木材組合連合会等が事業主体の事業の取り扱い 

ⅰJAS 構造材実証支援事業（JAS 材の利用促進） 0 件仲介（R6・3、R5・7、R4・8) 

ⅱ花粉症対策木材利用促進事業（建築部材へのスギ材利用促進）1件仲介（R6・1） 
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②愛媛県等からの受託事業 

(1)CLT 建築物普及促進事業（県委託事業・ｐ.2、3 に記載） 

 

(2)令和 7年度木質バイオマスエネルギー利用に係る製材工場等実態調査（県委託事業） 

○県の木材関連施策の基礎資料を作成するため、県内の製材工場やプレカット工場、チッ

プ工場等の木材使用量等の実態を調査し、集計。 

・87 社を調査し、60 社より回答。 

 

(3)木製家具等普及促進支援事業（県委託事業） 

○空港や道の駅などの公共的な役割を果たし、幅広く利用者への普及効果が見込まれる民

間施設（県と建築物木材利用促進協定を締結）へ県産材家具等を設置する県委託事業。 

・愛媛県商工会連合会支部など 8箇所へ、ベンチ 24 基を制作し、納品 

 

(4)愛媛県産材イベント出展業務事業（県委託事業） 

○「WOOD コレクション 2026」（2月 12 日、13 日・東京ビッグサイト）への県産材製品

（玩具などの小物）の出展を支援する県委託事業。 

・10 社が出展。内、5社は会場にて、商品説明や販売などを実施。 

 

(5)製材の日本農林規格に関する認証等事業（全国木材検査・研究協会委託事業）  

○JAS 認証工場はＡタイプ１工場、Ｂタイプ 15工場の合計 16 工場（令和 8年 3月末） 

認証工場数（重複有り）の内訳は、下記のとおり。 

・構造用製材          9 工場 

・人工乾燥処理構造用製材    8 工場 

・機械等級区分構造用製材   7 工場 

・天然乾燥処理構造用製材   1 工場 

・枠組壁工法構造用製材    2 工場 

ⅰJAS 法に基づき、認証工場の監査と格付け検査等を行い、JAS 認証工場の生産体制の

確認と格付けの検査を行い、JAS 材の適正な生産を管理・指導した。 

ⅱ新規認証の取得や事業継承などに取り組む工場（1工場）に対して、JAS 制度の内容

と認証に向けた手続き等の指導を行った。 

 

(6) 森林・林業担い手育成総合対策のうち林業労働安全強化対策事業 

（全国素材生産業協同組合連合会委託事業） 

○全国素材生産業協同組合連合会は、労働安全衛生コンサルタントを活用して、林業事業

体の安全診断を実施しており、当協会は林業事業体に対して受診勧奨を行った。 

 

(7)事務受託事業 

○愛媛県木材製材協同組合、林業・木材製造業労働災害防止協会愛媛県支部、愛媛県 CLT

普及協議会及び愛媛県林材業振興会議、CoC 統合認証会員から事務を受託した。 
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③その他事業 

(1)全国木材組合連合会が行う外国人技能実習制度への協力 

○全木連は、製材部門の外国人技能実習制度に係る評価試験を令和 5年度より現場実施。

当協会は、本県の試験監督者とともに会員が雇用する外国人の技能実習評価試験の実施

を協力。 

 ・令和 7年度は、３会員が、全木連の技能実習評価試験（１号試験）を受験した。 

 

(2)協会独自に行った事業 

○「改正機械等級区分 JAS」に関する研修会（1月 23 日） 

令和 7年 7月施行の「改正・製材の日本農林規格」は、主に機械等級区分構造用製材に

関する内容であり、八幡浜官材協同組合において、愛媛県林業研究センターの協力によ

り、機械等級区分 JAS 取得 6 社を対象にして、現場実習主体の研修会を開催した。 

15 名参加。 
○愛媛県木材協会だより No.10 の発行 

協会活動の紹介や各種情報の提供を目的にして機関誌の発行。 

 ○第 76回全国植樹祭への協力 

令和 8年 5月に本県で開催される全国植樹祭へ、令和 6年度には協賛金を支出するとと

もに、大会実行委員（成瀬会長）、幹事（三好専務）に就任し、事業推進に協力した。 

 

(3)林業改善資金等の融資・助成制度 

○愛媛県木材製材協同組合が業務を行ってきた林業改善資金は、令和 2年度から、民間金

融機関が転貸する制度へ変更になり、当協同組合は令和元年度までに融資した資金の償

還金のみの取り扱いとなった。 

ⅰ林業改善資金 0 件 

ⅱ木材産業体質強化対策事業（高次加工施設資金利子助成） 0件 

ⅲリース助成事業（リース料に助成） 0 件  

ⅳ木材産業高度化推進事業(素材引取短期資金貸付枠) 0 件 

ⅴ林業施設整備等利子助成事業 1 件 

 

 

④その他特記事項 

(1)令和 7年度愛媛県林業功労知事表彰 

○一般社団法人愛媛県木材協会・第 13 回総会において、井上 剛氏が受賞した。 

 

(2)第 59 回全国木材産業振興大会 

〇大阪市で、令和 7年 9月 4 日に開催され、本県より、成瀬会長他 14 名が出席 

○当大会において、本県の藤井博規氏は全木連会長表彰を受賞した。 

 

(3)令和 7年度日本製材技術賞 

○令和 7年 11 月 19 日に、㈱サイプレススナダヤが、審査委員会特別賞を受賞した。 

・（一社）全国木材組合連合会は、令和 4年度まで実施していた JAS 製材品普及推進展

示会に替わる新たな表彰制度として、令和 6年度に「日本製材技術賞」を創設 
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・日本製材技術賞は、①製材を生産する工場の生産性や独自性、②品質向上の取組み、

③雇用環境の整備など、製材工場の生産技術を審査して表彰 

 

(4)建築物木材利用促進協定 

○令和 4年度に愛媛県と（一社）愛媛県中小建築業協会との 3者で締結した「建築物木材

利用促進協定」を 3年間、延長する計画。木材利用とともに建設技術者や大工・工務店

の育成に取り組む。 

 

(5)執行役員会の開催 

○執行役員会の設置と目的 

ⅰ設置 平成 27年第 3回通常総会において決定（執行役員数 12名） 

ⅱ目的 理事会に執行役員会を置き、木材協会の業務執行等に関する種々の事項の検討

と緊急を要する事項等の決定を行うこと。 

○令和 7年度は執行役員会を 2回開催し、下記項目について協議した。 

ⅰ開催日 第 1回執行役員会 令和 7年 10 月 9（木）   執行役員 8名出席 

第 2回執行役員会 令和 8年 3月 26 日（木） 執行役員 9名出席 

ⅱ主な検討事項 

①「合法性・持続可能性の証明及び間伐材の確認、発電利用に供する木質バ

イオマスの証明に関する自主行動規範」を改正、ＧＨＧ対応の追加を協議 

②会員の新規加入に際しては、支部は適性に留意して審査 

③木材協会が独自に行う基金事業 
 

 

 

 

 

 

 

 ２ 役職員及び会員数 

区  分 
役        員 

会員数 
常勤理事 非常勤理事 監 事 顧 問 

令和6年度末 1 32 3 0 133 

就任又は入会 0 0 0 0 0 

退職又は退会 0 0 0 0 4 

令和7年度末 1 32 3 0 129 

令和 8年 3月 31 日現在 
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令和 7 年度行事一覧（令和 7 年 4 月～令和 8 年 3 月） 

No. 月 日 場 所 内        容 出席者 

1 4 月 2 日 伊予市 外国人技能実習検定試験・立会 三好専務 

2 4 月 5 日 松山市 愛媛木材青年協議会・令和 7年度総会 三好専務 

3 4 月 10 日 松山市 愛媛県木材協会等の令和 7 年度会計監査 瀬村監事他 

4 4 月 15 日 松山市 全国木材組合連合会・事務局長会議・第 1回 WEB 会議 三好専務 

5 4 月 24 日 松山市 愛媛県木材協会・第 31 回理事会 菊池会長他 22 名出席 

6 4 月 30 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・第 1 回営業会議 石川課長 

7 5 月 7 日 今治市 ㈲藤山木材興業の火災見舞い他 三好専務 

8 5 月 15 日、16 日 東京都 全木連・全木協連等総会 菊池会長 

9 5 月 20 日 松山市 全国木材組合連合会・事務局長会議・第 2回 WEB 会議 三好専務､石川課長 

10 5 月 23 日 松山市 愛媛県木材市場連盟・定期総会他 三好専務 

11 5 月 23 日 松山市 愛媛県中小建築業協会・総会 三好専務 

12 5 月 27 日 松山市 愛媛県木材協会・第 13 回通常総会 菊池会長他 40 名出席 

13 5 月 27 日 松山市 愛媛県木材協会・第 32 回理事会 菊池会長他 21 名出席 

14 6 月 4 日 伊予市 第 67 回愛媛県しいたけ共進会 三好専務 

15 6 月 11 日 松山市 
㈱矢野青山建築設計事務所（愛大准教授）矢野寿洋

氏来訪 
三好専務 

16 6 月 12 日 宇和島市 南予流域林業活性化協議会 三好専務 

17 6 月 17 日 松山市 愛媛県中小企業団体中央会・通常総会 三好専務 

18 6 月 18 日 東京都 全木連等正副会長会など 成瀬会長 

19 6 月 22 日 大洲市 全国植樹祭 1 年前記念・令和 7 年度愛媛県植樹祭 三好専務 

20 7 月 3 日 松山市 愛媛県林材業振興会議・通常委員会 菊池顧問、成瀬会長他 

21 7 月 4 日 松山市 愛媛県 CLT 普及協議会第 12 回総会 成瀬会長他 19 名出席 

22 7 月 4 日 松山市 
「病院などの木造建築」に関する講演会と「CLT 等

を使用したヒカリ歯科としみずクリニック」の視察 
成瀬会長他・36 名出席 

23 7 月 10 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・第 1 回役員会 三好専務 

24 7 月 10 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・総会 菊池顧問、成瀬会長他 

25 7 月 17 日 松山市 全国木材検査・研究協会 審査員・検査員 WEB 会議 三好専務 

26 7 月 24 日 
久万高原

町 

河原学園・建築専攻の学生向け視察研修「久万高原

町の大規模製材工場と木造建築」 
石川課長・22 名参加 

27 7 月 25 日 西予市 外国人技能実習検定試験・立会 石川課長 

28 7 月 25 日 松山市 機械等級区分構造用製材 JAS の説明会 三好専務・6 名参加 

29 7 月 28 日 高松市 四国四県木材協会等団体長会議 成瀬会長、三好専務 

30 7 月 30 日 松山市 愛媛県林業普及指導員全体研修会 成瀬会長 

31 8 月 15 日 松山市 愛媛県戦没者慰霊式典 三好専務 

32 8 月 27 日 松山市 持続可能な効率的物流検討会第 1 回 石川課長 

33 8 月 28 日 松山市 

公共施設木造化に向けた研修会（愛媛県と共催） 

「木造の設計や地域材の利用を具体的に進めるポイ

ント」をテーマ 

三好専務・33 名出席 
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No. 月 日 場 所 内        容 出席者 

34 9 月 4 日､5 日 大阪市 第 59 回全国木材産業振興大会 成瀬会長他 14 名出席 

35 9 月 12 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・第 2 回営業会議 石川課長 

36 9 月 13 日 松山市 
日本木材青壮年団体連合会・第 54 回中四国地区会

員愛媛大会 
成瀬会長 

37 10 月 9 日 松山市 第 1 回執行役員会 成瀬会長他 8 名出席 

38 10 月 20 日 宇和島市 木材協会南予 3 支部と関係団体の意見交換会 三好専務 

39 10 月 24 日 松山市 
公共施設等木材利用推進研修会（愛媛県と共催） 

「木造建築と地域社会のデザイン」をテーマ 
成瀬会長他・54 名出席 

40 10 月 25 日、26 日 松山市 えひめ住まいと暮らしのフェア 加藤課長、石川課長 

41 10 月 31 日 松山市 愛媛県木材市場連盟・臨時総会 三好専務 

42 11 月 4 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・第 3 回営業会議 石川課長 

43 11 月 6 日、7 日 岡山市 中四国ブロック JAS 検査員・審査員研修 三好専務 

44 11 月 12 日 松山市 第 33 回理事会 成瀬会長他 22 名出席 

45 11 月 19 日 東京都 全木連、全木協連など臨時総会 成瀬会長 

46 11 月 19 日 東京都 第 2 回日本製材技術賞表彰式 砂田社長・成瀬会長 

47 11 月 19 日 名古屋市 
愛媛県産材製品市場開拓協議会 

西垣林業において、JAS 研修会 
三好専務 

48 11 月 15 日、16 日 松山市 えひめ・まつやま産業まつり 加藤課長、石川課長 

49 12 月 1 日 砥部町 作業強化安全促進・指導会 成瀬会長、三好専務他 

50 12 月 3 日、4 日 徳島市 四国四県木材協会事務局長会議 三好専務 

51 1 月 9 日 松山市 全国植樹祭愛媛県実行委員会・第 6 回幹事会 三好専務 

52 1 月 23 日 松山市 全国植樹祭愛媛県実行委員会・第 7 回総会 成瀬会長 

53 1 月 23 日 大洲市 改正機械等級区分 JAS 研修会 三好専務、6 社・15 名出席 

54 2 月 13 日 松山市 愛媛大学環境建設工学の矢野准教授ほか来訪 三好専務 

55 2 月 17 日～19 日 県内全域 日本森林林業技術協会・CoC 定期監査 三好専務、石川課長 

56 2 月 20 日 松山市 愛媛県産材製材標準規格・単価表検討会議 三好専務 

57 2 月 20 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・第 2 回役員会 成瀬会長、三好専務 

58 3 月 6 日 松山市 愛媛県産材製品市場開拓協議会・第 4 回営業会議 石川課長 

59 3 月 11 日 東京都 全木連、全木協連等の理事会 成瀬会長 

60 3 月 12 日 東京都 各都道府県木材協会事務局長会議 草園会計主任 

61 3 月 13 日 松山市 全国木材検査・研究協会 WEB 会議 三好専務 

62 3 月 16 日 松山市 持続可能な効率的物流検討会・第 2 回 石川課長 

63 3 月 23 日 松山市 愛媛県林業労働力育成協議会 鋤先課長 

64 3 月 26 日 松山市 第 2 回執行役員会 成瀬会長他 

65 3 月 31 日 宇和島市 愛媛県市場連盟臨時総会 三好専務 
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財産目録 

令和 8 年 3 月 31 日現在 

（単位：円）  

科目 事項 R6 年度末 R7 年度末 

１．資産の部 

【流動資産】 29,998,820 25,379,978 

現金   17,540 296,948 

預金   18,441,656 10,873,543 

  当座預金 伊予銀行本町支店 2004501 1,051,575 448,355 

  普通預金 伊予銀行本町支店 3590482 4,390,117 663,849 

  普通預金 愛媛銀行本店 7317304 7,599,726 4,360,373 

  普通預金 伊予銀行本町支店 3635352 400,238 400,966 

  定期預金 愛媛銀行本店 5,000,000 5,000,000 

前払金 車両点検パック・4 月分家賃・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信費 331,120 331,120 

立替金 愛媛県 CLT 普及協議会事業費 1,532,548 1,254,282 

未収会費   400,000 0 

未収金 ３月請求検査料・事務受託金、愛媛県補助事業 9,275,956 12,624,085 

【固定資産】 4,462,821 3,261,725 

建物付属設備 事務所改装費 1,053,356 877,592 

什器備品 
応接セット・書庫・展示用構造躯体（H27 年 H30 年度分） 

JR 松山駅舎備品 
3,056,161 1,718,213 

車両 ﾌｨｯﾄ愛媛 538 ね 1008（H27 年 6 月購入） 1 1 

一括償却資産 ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ 1 台 52,768 128,334 

貯蔵品 JAS 制度説明冊子、ﾉﾍﾞﾙﾃｨｸﾞｯｽﾞ（ｺｰｽﾀｰ、ｴｺﾊﾞｯｸ） 189,475 426,525 

預託金 車両購入に伴う 10,460 10,460 

電話加入権 089（948）8973・089（924）3654 100,600 100,600 

資産合計 34,461,641 28,641,703 

２．負債の部 

【流動負債】 8,122,616 5,403,527 

未払金 3 月分給与他管理諸費 7,194,818 4,767,535 

預り金 給与、謝金源泉所得税・住民税  147,098 69,292 

未払消費税 令和 7 年度分 780,700 566,700 

負債合計 8,122,616 5,403,527 

正味資産 26,339,025 23,238,176 
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貸借対照表 

令和 8年 3月 31 日現在 

   （単位：円） 

借方 貸方 

科目 金額 科目 金額 

Ⅰ資産の部 Ⅱ負債の部   

【流動資産】 【流動負債】 

現金 296,948 未払金 4,767,535 

当座預金 448,355 預り金 69,292 

普通預金 5,425,188 仮受金 0 

定期預金 5,000,000 未払消費税等 566,700 

前払金 331,120     

立替金 1,254,282     

未収金 12,624,085     

        

【流動資産計】 25,379,978 【流動負債計】 5,403,527 

    Ⅲ正味財産の部 

【固定資産】 【指定正味財産】 

(1）基本資産 寄付金など 0 

土地・有価証券など 0     

（2）特定資産 【一般正味財産】 

木材利用促進等 0     

（3）その他固定資産 一般正味財産期首残高 26,339,025 

建物付属設備 877,592     

什器備品 1,718,213     

車両 1     

貯蔵品 426,525     

預託金 10,460     

電話加入権 100,600 当期増減額 △ 3,100,849 

一括償却資産 128,334     

【固定資産計】 3,261,725 【一般正味財産計】 23,238,176 

資産合計 28,641,703 負債及び正味財産計 28,641,703 
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正味財産増減計算書 

令和 7年 4 月 1 日から令和 8年 3月 31 日まで 

（単位:円） 

科        目 予算額 R7 年度末 差引 摘要 

Ⅰ 一般正味財産増減の部  

  １．経常増減の部         

    (1) 経常収益         

事業収益 3,300,000 2,360,700 △ 939,300   

検査事業収益 3,000,000 2,130,700 △ 869,300 
柱材ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ 

公共事業 

認定事業収益 300,000 230,000 △ 70,000 
合法木材認定事業更新、 

全木連事業費用 

受取補助金等 7,294,000 9,132,700 1,838,700   

県受託事業収益 1,000,000 410,800 △ 589,200 地域材利用木造住宅建設促進事業 

〃 1,000,000 1,089,000 89,000 ﾊﾞｲｵﾏｽ普及促進支援業務 

〃 3,294,000 3,294,000 0 木製家具等普及促進支援業務 

〃 0 1,650,000 1,650,000 ﾓｸｺﾚ出展委託業務 

   108,900 108,900 県産内装材実大試験事業 

国助成金事業収益 2,000,000 2,580,000 580,000 JAS 構造材利用拡大事業普及啓発 

受託事業収益 20,150,000 19,927,882 △ 222,118   

全国木材検査・研究協会 4,500,000 4,298,228 △ 201,772 
JAS 認証工場 1種 2 種検査 

監査・新規認証手数料 

愛媛県林材業振興会議 2,000,000 1,427,050 △ 572,950 
柱材ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ事業検査手数料 

木の相談室 

愛媛県木材製材協同組合 50,000 50,000 0 事務委託費（人件費） 

林材業労災防止協会愛媛県支部 8,200,000 8,200,000 0 
事務委託費 \7,000,000 

車両、PC 使用料￥100,000×12 ｹ月 

愛媛県 CLT 普及協議会 3,000,000 3,393,362 393,362 事務委託費（人件費） 

全国木材組合連合会 500,000 797,652 297,652 作業安全強化促進支援事業他 

森林認証事業 1,900,000 1,761,590 △ 138,410 CoC 審査手数料 

会費収入 5,320,000 5,160,000 △ 160,000   

受取会費 5,320,000 5,160,000 △ 160,000 
129 件分 

 

新規入会なし 
受取入会金 0 0 0 

雑収益 

  
55,000 70,582 15,582   

受取利息 5,000 18,747 13,747   

雑収入 50,000 51,835 1,835   

        経常収益計 36,119,000 36,651,864 532,864 次頁へ続く 
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正味財産増減計算書 

令和 7年 4 月 1 日から令和 8年 3月 31 日まで 

       （単位:円） 

科        目 予算額 R7 年度末 差引   

    (2) 経常費用         

事業費  6,595,000 9,095,770 2,500,770   

検査事業費 25,000 43,200 18,200 検査旅費他 

認定事業費 10,000 10,780 780 普及啓発旅費 

木造住宅 PR 事業費 200,000 300,500 100,500 ﾎﾟｽﾀｰ・新聞広告など 

県産材市場開拓協議会費 10,000 20,000 10,000 旅費・会議費など 

県受託事業費 3,000,000 4,608,590 1,608,590 
木製家具等\3,059 千円 

ﾓｸｺﾚ関係\1,213 千円など 

国助成金事業費 400,000 1,256,700 856,700 JAS 構造材普及啓発事業 

全木検受託事業費 150,000 98,920 △ 51,080 JAS 検査旅費・検査員研修他 

林材業振興会議費 2,000,000 1,820,000 △ 180,000 事業分担金 

全木連受託事業費 0 10,000 10,000 全木連受託事業取扱手数料 

森林認証事業費 800,000 927,080 127,080 現地審査旅費 

管理費  29,524,000 30,656,943 1,132,943   

役職員給与 16,000,000 15,888,380 △ 111,620   

福利厚生費 2,412,000 2,441,001 29,001   

会議費 800,000 708,050 △ 91,950 理事会 2回・執行役員会 2 回 

旅費交通費 600,000 736,705 136,705 全木連他会議出席 

通信運搬費 600,000 635,804 35,804 電話・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾒｰﾙ便・切手代他 

減価償却費 1,611,000 1,630,646 19,646 内装工事・車・国助成金事業展示品 

団体負担金 1,200,000 1,954,220 754,220 全木連他各種団体会費 

消耗品費 800,000 1,158,328 358,328 ｺﾋﾟｰ機消耗品・文具 

燃料費 200,000 144,477 △ 55,523 ｶﾞｿﾘﾝ代 

賃借料 2,800,000 2,848,096 48,096 家賃・ｺﾋﾟｰ機・PC ﾘｰｽ料 

修繕費 50,000 3,300 △ 46,700 車両関係 

交際費 100,000 146,780 46,780 会員慶弔費 

租税公課 1,500,000 1,416,159 △ 83,841 収入印紙・利息源泉税・消費税等 

支払保険料 20,000 79,068 59,068 車両保険 

雑費 150,000 166,309 16,309 車点検ﾊﾟｯｸ・新聞代等 

支払手数料 600,000 618,220 18,220 税理士・振込手数料等 

法人税等 81,000 81,400 400   

        経常費用計 36,119,000 39,752,713 3,633,713 次頁へ続く 
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正味財産増減計算書 

令和 7年 4 月 1 日から令和 8年 3月 31 日まで 

       （単位:円） 

科        目 予算額 R7 年度末 差引   

評価損益等調整前 

当期経常増減額 
0 △ 3,100,849 △ 3,100,849   

評価損益等計 0 0 0   

当期経常増減額 0 △ 3,100,849 △ 3,100,849   

  ２．経常外増減の部         

    (1) 経常外収益       臨時的に発生し

た収益や過年度

修正益         経常外収益計 0 0   

    (2) 経常外費用       臨時的に発生し

た費用や過年度

修正損         経常外費用計 0 0   

当期経常外増減額 0 0     

当期一般正味財産増減額 0 △ 3,100,849 △ 3,100,849 毎年度の事業活

動から経常的に

発生する収益と

費用の差額 

一般正味財産期首残高 26,339,025 26,339,025 0 

一般正味財産期末残高 26,339,025 23,238,176 △ 3,100,849 

Ⅱ 指定正味財産増減の部       

寄付などで受け

入れた資産で使

い方などに制約

がある資産 

当期指定正味財産増減額 0 0   

指定正味財産期首残高 0 0   

指定正味財産期末残高 0 0   

Ⅲ 正味財産期末残高 26,339,025 23,238,176 △ 3,100,849 次期繰越金 
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第２号議案 令和 8 年度事業計画案及び収支予算案について 

 

事業計画 (案) 
 

１ 木材需要の動向 

(1) 全国の木材需要 

資材価格を含めた諸物価の高騰や、大工不足、物流の 2024 年問題などにより、令

和 7 年の国内の住宅着工数は、さらに縮小し、74 万戸となり、木材需要は減少傾向

となっている。 

一方、国際的な紛争の増加や脱炭素に向けた環境対策などから、国産材利用への気

運は高まるとともに、中大規模建築の木造化・木質化は定着しつつあり、この動きを

引き寄せ、国産材の供給を確保し、需要を維持していくことが課題。 

〇政府は 2020 年に「2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」を宣言。 

○2021 年、「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の

促進に関する法律」施行。「建築物木材利用促進協定」制度を創設、国や地方公

共団体との協定等により、木材利用促進の実現を図る。 

○2022 年、改正建築基準法「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」を、建築物の省エネ

対策と木材利用促進を目標に公布。2025 年 4 月には、木材利用を図る防火規定等

の建築基準の合理化や、構造計算の対象拡大等を施行。 

○合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（クリーンウッド法）は、地

球環境の保全を目的として 2016 年に成立。取り組みの強化と木材関連事業者の合

法性の確認を義務化する改正法を 2025 年 4 月から施行。 

○国内需要の減少対策としての木材輸出、脱炭素と低質材活用に向けて木質バイオ

マス利用を継続。 

○2025 年、世界的な木材利用の潮流を象徴するように、大阪関西万博の木造の大屋

根リングが注目される。 

○国産材需要に対して、原木の増産は滞っており、人口が減少する中で、担い手の

育成と待遇改善、林家への再造林資金の還元など、林業を育成し、継続させる対

策が課題。 

 

(2)本県の木材需要 

○本県の人工林の蓄積は年々増加し、毎年の成長量 977 千 m3（令和 6年）は、県内

の製材工場等の木材需要量 750 千 m3（令和 6年・外材を含む）を上回る。 

令和 6年の素材生産量はヒノキ 224 千 m3・全国第 3位（令和 5年・254 千 m3）、

スギ 291 千 m3・全国第 12 位（令和 5年・343 千 m3）、製材品出荷量 396 千㎥・

全国第 6位（令和 5年・404 千 m3）で全国有数。 

○県は「林業躍進プロジェクト（第 3期・令和 8年度から 5年間）」を策定し、 

①担い手の待遇改善、②生産性と収益性の確保、③県産材の価値の向上を、3本

柱として施策を実施する計画。 

県の計画と連携して、担い手の育成確保など、原木の安定的な調達に向けた取り

組みを行う。 

○県産材の需要拡大については、愛媛県の支援を受けて、県内や全国の大消費地、

そして海外での販路拡大に取り組む。 
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○地域の森林資源を活用し、建築物等の木造化、木質化を図ることは、社会的共通

認識として定着する傾向。 

 

このような情勢を踏まえ、令和 8年度事業は次の事項を重点的に推進する。 

 

 

２ 主要事業の推進計画 

(1)県産材の需要拡大 

○県と協力して、愛媛ブランド材「媛ひのき」・「媛すぎ」を旗頭として、県産材

の販路拡大、CLT 利用、建築物の木造化・木質化などに取り組む。 

ⅰ構造材は、製材品、集成材、CLT などの多様な製品を、「媛ひのき」・「媛す

ぎ」に代表される信頼性の高い品質の JAS 製品として供給できる本県の特徴を

活かして、営業活動を進める。 

ⅱ木質化に必要となる内装材は、新たに品質・規格を定めるなどし、安定供給を

図る。 

○当協会は、県の施策の支援を受け、愛媛県林材業振興会議及び愛媛県産材製品市

場開拓協議会に参画して、「えひめ暮らしと住まいフェア」、「えひめ・まつや

ま産業まつり」等に出展し、消費者に対する木造住宅や木材利用全般に関する普

及啓発に取り組むとともに大消費地での販路開拓などの事業を行う。 

 県からの委託事業として、公共的な場所での木製品の展示・ＰＲや、新たな木製

品の商談会（WOOD コレクション）の開催など、需要創出を図る取り組みを行う。 

○中国、韓国、台湾、ベトナム、北米、さらにインドネシアなど、海外の展示会へ

の出展などを通じて、輸出に適した製品の市場調査などを行い、県内外商社と連

携した営業活動を行う。 

 

(2)公共施設や非住宅・中大規模建築などの木造化・木質化への対応 

○公共建築物等木材利用促進法に基づく市町村方針は、愛媛県では、20市町

（100%）で作成、公共施設の木造化や木質化は定着傾向。 

○愛媛県と（一社）愛媛県中小建築業協会との 3者で締結した「建築物木材利用促

進協定」は令和 10 年度まで延長し、県産材の利用促進とともに建設技術者や大

工・工務店の育成に取り組む。 

○国内の住宅着工数は、減少傾向となっており、木材の需要を確保するためには、

非住宅・中大規模建築物の木造化・木質化が重要。 

ⅰ県の委託事業により、当協会に設置した「非住宅木造化の総合相談窓口」を継

続し、CLT を含めた中大規模建築の木造化をサポートするアドバイザー業務と

ともに、木造化の事例や木材製品の紹介とともに木材調達などを支援する木材

コーディネート業務を行う。 

ⅱ令和 7年に新たに設置された「愛媛大学理工学研究科・環境建設工学講座」の

活動を支援し、木造の設計士とともに施工業者の育成などに協力する。 

ⅲ当協会開催の中大規模建築に関する研修会等が契機となり、研修参加者が、自

主的に木造建築の具体化に向けた研究会活動を模索する動きがあり、県建築士

事務所協会等と連携し、支援、協力する。 

ⅳ令和 8年度の国補助事業「JAS 構造材利用拡大事業」を仲介するほか、関係す

る県事業を活用して、木造化などを支援する。 
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(3)合法木材、森林認証材の普及啓発等 

○合法性・持続可能性を証明した木材・木製品の使用意識は高まっており、合法木

材供給事業者の認定を推進し、イベント等を通じて普及啓発を行う。 

 発電利用に供する木質バイオマスについては、新たにＧＨＧ関連情報の収集・管

理が必要となり、令和 8年 1月に当協会の自主行動規範を改正し、対応する。 

○令和 7年 4月に施行された改正クリーンウッド法の周知と遵守を図る。 

○森林認証材の制度の普及とともに認証材原木や製品の生産と加工・流通に関する

県や関係団体の取り組みに協力する。 

○森林認証 CoC 認証取得会員の審査等の支援事業と統合認証に係る事務局業務を継

続する。 

 

(4)JAS 材の普及促進 

○令和 7 年 4 月から施行された改正建築基準法では、構造計算を必要とする建築物

が拡大しており、品質・性能の信頼性が高い JAS 製品への要請が増えており、多様

な JAS 製品の供給への対応を進める。 

当面は協会が行う JAS 同等材の格付検査も併用し、JAS 製品供給を補完する。 

○令和 8年 3 月末現在の認証工場は、Ａタイプ 1工場、Ｂタイプ 15 工場。令和 8年

度は、新規認証の取得を 1工場が計画。 

 

(5)CLT などの新たな製品開発や木材利用に関する取り組み 

○国は新しい成長戦略で、CLT の利用促進の方針を示し、平成 28年には建築基準法

に、CLT の基準強度等を制定。本県では、平成 26 年に「愛媛県 CLT 普及協議会」

（協会が事務局）を設立、平成 30年には西条市に国内屈指の CLT 生産施設が竣

工。県の支援を受け、中大規模木造の建築促進に取り組む。 

○県の委託事業として、CLT を使用した建築物の設計・施工などに関する実務者向

けの研修会、設計士を目指す学生等を対象にした研修会を開催するほか、設計・

施工に関する技術相談と、木造化をサポートする相談窓口業務を継続する。 

○県の委託事業として、公共的な民間施設での県産材による木製家具等の作製、展

示事業や、大消費地での玩具等の小物販売を支援する出展事業を行う。 

○県の委託事業として、県内木材業界の木質バイオマスを含めた原木調達、製品生

産などに関する調査を行う。 

 

(6)令和 8年度林野庁予算「JAS 構造材利用拡大事業」（国補）等の推進 

○普及啓発活動 

県産材の普及・ＰＲを図るため、普及冊子の作成などを行う。 

○実証事業・外構部の木質化対策支援事業（全国木材組合連合会等が事業主体） 

国が行う、機械等級区分構造用製材や CLT などの JAS 材の使用促進と外構部の木

質化などの支援事業を仲介する。 

 

(7)地域材利用木造住宅利子補給制度等による木造住宅の建築推進 

○地域材利用木造住宅の利子補給制度における住宅確認検査を実施する。 

〇愛媛県林材業振興会議と連携して、「えひめ材の家づくり促進支援事業」に取り

組み、木造住宅の建設と地域材・県産材の利用の促進を図る。 
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(8)全国木材組合連合会が行う外国人技能実習制度への協力 

○全木連は、製材部門の外国人技能実習制度に係る評価試験を令和 5年度より現場

施行しており、当協会は各種情報の提供とともに、会員が雇用する外国人に係る

技能実習評価試験の受験などを支援、協力する。 

 

(9)労働安全衛生の確保と推進 

○林災防愛媛県支部と連携して、各種の研修会を実施し、ゼロ災害運動の意識高揚

を図るとともに、労働安全衛生に関して、各職場における機械設備の自主点検の

励行や「リスクアセスメント」の取組みを周知実践し、災害防止に努める。 

 

(10)第 60 全国木材産業振興大会 

○第 60 回大会は、令和 8年 10 月 29 日（木）に東京都において開催。 

 

(11)協会独自の各種研修会の実施 

○会員相互の連携強化や資質向上、各種情報の提供を目的として、当協会が独自に

研修を開催するとともに、機関誌を発行。 

・研修会の開催  令和 7年度に開学した愛媛大学環境設計講座の講師を招聘し、

設計士の育成方針などを聴くとともに、今後の木造建築に関す

る研修会を開催 

・機関誌の発行 愛媛県木材協会だより no.11 

 

(12)全国植樹祭への協力 

○令和 8年の第 76 回全国植樹祭愛媛県大会の開催に協力する。 

 実行委員等として大会に出席するとともに、県産材のＰＲ等を行うため出展し、

大会の開催に協力する。 

 

(13)事務受託事業 

○愛媛県木材製材協同組合、林業・木材製造業労働災害防止協会愛媛県支部、愛媛

県 CLT 普及協議会及び愛媛県林材業振興会議、CoC 統合認証会員から事務を受託

する。 

 

 

3 その他の事業計画 

○森林資源の循環利用を図る「林業の担い手支援プロジェクト」 

・原木の安定調達のため、担い手の待遇改善、現場定着を支援し、社会的評価の

向上に資することを目的とし、会員から任意に資金を徴収して、基金を造成。 

・この基金により、一定条件を満たす担い手を対象にして、待遇改善、定着事業

を行う。 

○新しく開学した愛媛大学環境建設工学講座への協力 

 ・木材加工や木造建築に関する講義、実習への協力 

・学生の実習用に県産材等による製図板を提供 

○社用車の更新 

・現在所有 ホンダフィットを更新 
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収支予算書 

令和 8年 4 月 1 日から令和 9年 3月 31 日まで 

（単位:円） 

科        目 R7 年度末 予算額 差引 摘要 

Ⅰ 一般正味財産増減の部       

  １．経常増減の部         

    (1) 経常収益         

事業収益 2,360,700 2,200,000 △ 160,700   

検査事業収益 2,130,700 2,000,000 △ 130,700 
柱材ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ 

公共事業 

認定事業収益 230,000 200,000 △ 30,000 
合法木材認定事業更新 

全木連事業費用 

受取補助金等 9,132,700 9,794,000 661,300   

県受託事業収益 410,800 400,000 △ 10,800 
地域材利用木造住宅建設促

進事業 

〃 1,089,000 1,000,000 △ 89,000 ﾊﾞｲｵﾏｽ普及促進支援業務 

〃 3,294,000 3,294,000 0 木製家具等普及促進支援 

〃 1,650,000 1,500,000 △ 150,000 ﾓｸｺﾚ出展委託業務 

   108,900 0 △ 108,900 県産内装材実大試験事業 

国助成金事業収益 2,580,000 4,000,000 1,420,000 
JAS 構造材利用拡大事業普及

啓発 

受託事業収益 19,927,882 19,650,000 △ 277,882   

全国木材検査・研究協会 4,298,228 4,500,000 201,772 
JAS 認証工場 1種 2 種検査 

監査・新規認証手数料 

愛媛県林材業振興会議 1,427,050 1,400,000 △ 27,050 
柱材ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ事業検査手数料 

木の相談室 

愛媛県木材製材協同組合 50,000 50,000 0 事務委託費（人件費） 

林材業労災防止協会愛媛県支部 8,200,000 8,200,000 0 
事務委託費 \7,000,000 

車両、PC 賃貸料￥100,000×

12 カ月 

愛媛県 CLT 普及協議会 3,393,362 3,000,000 △ 393,362 事務委託費（人件費） 

全国木材組合連合会 797,652 1,000,000 202,348 全木連受託事業取扱手数料 

森林認証事業 1,761,590 1,500,000 △ 261,590 CoC 審査手数料 

会費収入 5,160,000 5,400,000 240,000   

受取会費 5,160,000 5,200,000 40,000 
130 件分 

 

2 件分 
受取入会金 0 200,000 200,000 

雑収益 70,582 70,000 △ 582   

受取利息 18,747 20,000 1,253   

雑収入 51,835 50,000 △ 1,835   

        経常収益計 36,651,864 37,114,000 462,136 次頁へ続く 



 

p. 20 

収支予算書 

令和 8年 4 月 1 日から令和 9年 3月 31 日まで 

      （単位:円） 

科        目 R7 年度末 予算額 差引   

    (2) 経常費用         

事業費  9,095,770 8,305,000 △ 790,770   

検査事業費 43,200 25,000 △ 18,200 検査旅費他 

認定事業費 10,780 10,000 △ 780 普及啓発旅費 

木造住宅 PR 事業費 300,500 200,000 △ 100,500 ﾎﾟｽﾀｰ・新聞広告など 

県産材市場開拓協議会費 20,000 10,000 △ 10,000 旅費・会議費など 

県受託事業費 4,608,590 4,350,000 △ 258,590 
木製家具等 

ﾓｸｺﾚ関係など 

国助成金事業費 1,256,700 1,000,000 △ 256,700 JAS 構造材普及啓発事業 

全木検受託事業費 98,920 100,000 1,080 JAS 検査旅費・検査員研修他 

林材業振興会議費 1,820,000 1,800,000 △ 20,000 事業分担金 

全木連受託事業費 10,000 10,000 0 作業安全強化促進支援事業 

森林認証事業費 927,080 800,000 △ 127,080 現地審査費 

管理費  30,656,943 28,809,000 △ 1,847,943   

役職員給与 15,888,380 15,000,000 △ 888,380   

福利厚生費 2,441,001 2,200,000 △ 241,001   

会議費 708,050 500,000 △ 208,050 理事会 2回・執行役員会 2 回 

旅費交通費 736,705 600,000 △ 136,705 全木連他会議出席 

通信運搬費 635,804 600,000 △ 35,804 
電話・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾒｰﾙ便・切手

代他 

減価償却費 1,630,646 1,438,000 △ 192,646 
内装工事・車・国助成金事業

展示品 

団体負担金 1,954,220 2,000,000 45,780 全木連他各種団体会費 

消耗品費 1,158,328 1,000,000 △ 158,328 ｺﾋﾟｰ機消耗品・文具 

燃料費 144,477 150,000 5,523 ｶﾞｿﾘﾝ代 

賃借料 2,848,096 2,800,000 △ 48,096 家賃・ｺﾋﾟｰ機・PC ﾘｰｽ料 

修繕費 3,300 10,000 6,700 車両関係 

交際費 146,780 100,000 △ 46,780 会員慶弔費 

租税公課 1,416,159 1,500,000 83,841 
収入印紙・利息源泉税・消費

税等 

支払保険料 79,068 80,000 932 車両保険 

雑費 166,309 150,000 △ 16,309 車点検ﾊﾟｯｸ・新聞代等 

支払手数料 618,220 600,000 △ 18,220 税理士・振込手数料等 

法人税等 81,400 81,000 △ 400   

        経常費用計 39,752,713 37,114,000 △ 2,638,713 次頁へ続く 



 

P.21 

収支予算書 

令和 8 年 4 月 1 日から令和 9年 3月 31 日まで 

       （単位:円） 

科        目 R7 年度末 予算額 差引   

評価損益等調整前 

当期経常増減額 
△ 3,100,849 0 3,100,849   

評価損益等計 0 0 0   

当期経常増減額 △ 3,100,849 0 3,100,849   

  ２．経常外増減の部         

    (1) 経常外収益       臨時的に発生

した収益や過

年度修正益         経常外収益計 0 0   

    (2) 経常外費用       臨時的に発生

した費用や過

年度修正損         経常外費用計 0 0   

当期経常外増減額 0 0     

当期一般正味財産増減額 △ 3,100,849 0 3,100,849 毎年度の事業

活動から経常

的に発生する

収益と費用の

差額 

一般正味財産期首残高 26,339,025 23,238,176 △ 3,100,849 

一般正味財産期末残高 23,238,176 23,238,176 0 

Ⅱ 指定正味財産増減の部       
寄付などで受

け入れた資産

で使い方など

に制約がある

資産 

当期指定正味財産増減額 0 0   

指定正味財産期首残高 0 0   

指定正味財産期末残高 0 0   

Ⅲ 正味財産期末残高 23,238,176 23,238,176 0 次期繰越金 



 

p.22 

第３号議案 令和 8年度会費の徴収について 
 

定款第７条（経費の負担）に基づき、令和 8年度の会費は一般・理事ともに会

員１人当たり 40,000 円を、支部ごとに取りまとめ、6月末日までに支部長が納

入する。 

 

 

 

 

 

第４号議案 役員の報酬について 
 

定款第 30 条（役員の報酬等）に基づき、令和 8年度の専務理事の報酬を月額

250,000 円とする。 

 

 

 

 

 

その他 


